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止 法 (Age Discrimination in Employment 
Act)23と男女同一賃金法(Equal Pay Act)24も
参加型である。1996年の連邦司法センター
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(National Association for the Advancement 
of Colored People: 以 下、NAACP と す る )
である。1954年の合衆国最高裁判所判決で























































































































































































































































































































































































































































ジ を 参 照。http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/collective_litigation_system/about_qualified_
consumer_organization/（2019年1月8日最終確認）
このように公益を保護することは、アメリカ
のクラス・アクションから生じた問題への解
決策のみならず、その他の諸国においても集
団代表訴訟の前提たる目的である。
　日本における特定適格消費者団体は平成
30年4月現在で3団体しか存在しない78。今後、
公益を保護するためには、より多くの団体数
を確保する必要があろう。これが現在の日本
の課題である。そして、この課題の克服こそ
がアメリカのクラス・アクションが世界に与
えた課題といえるのである。
